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第１章 計画の策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

今日の子ども・子育てを取巻く環境の変化は大きく、抜本的な制度改革が求められており、平成

27 年４月から、わが国の子ども・子育て支援は新制度に移行することとなりました。 

「子ども・子育て支援法」（平成 24 年法律第 65 号）に基づく新たな子ども・子育て支援の制

度（以下「子ども・子育て支援新制度」という。）の下で、教育・保育・子育て支援の充実を図り、

計画的に給付・事業を実施するために「北広島市子ども・子育て支援事業計画」を策定します。 

また、次代を担う子どもの健やかな成長と子育てを支える新しい地域社会をつくるため、「次世

代育成支援対策推進法」に基づき、平成 17 年３月に「北広島市 次世代育成支援対策推進行動計

画 前期行動計画」を平成 22 年３月に「すくすくみらいプラン 北広島市 次世代育成支援対策推

進行動計画 後期行動計画」を策定し、子育て支援施策を推進してきました。 

「北広島市子ども・子育て支援事業計画」の策定にあたり、本市のこれまでの子育て支援におけ

る取組みおよび成果を引き継いでいくために、「北広島市 次世代育成支援対策推進行動計画 後期

行動計画」の考え方を継承していくとともに、「次世代育成支援対策推進行動計画」の内容を組み

込んだ形で「（仮称）北広島市子ども・子育て支援プラン」を策定することとします。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、「子ども・子育て支援法」と「次世代育成支援対策推進法」に基づき、「北広島市総合

計画（第５次）」を上位計画とし、「北広島市障がい者福祉計画」等と整合を図り策定します。なお、

本計画において、「子ども」とは、概ね 18歳未満とします。 

 

 北広島市子ども・子育て支援事業計画 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画 

根拠法 子ども・子育て支援法 次世代育成支援対策推進法 

性格 

特徴 

○待機児童対策を含め、子育て中の保護者

ニーズに対応したサービス基盤の整備

を目指す事業計画 

○幼児期の学校教育・保育・地域の子育て

支援についての需給計画 

○全国的な少子化を受け、総合的対策を講

じるための行動計画 

 

○「北広島市総合計画」の子ども・子育て

支援にかかる分野別計画 
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整合 

整合 

継承 

 

○北広島市の次世代育成および子ども・子育て支援の関連計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、「子ども・子育て支援法」に定める５年間とし、平成 27 年度から 31 年度ま

でとします。一体的に策定する「次世代育成支援対策推進行動計画」の計画期間も同様に５年間と

し、平成 27年度から 31 年度までとします。なお、状況の変化により、必要に応じ見直しを行う

ことができることとします。 

 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

H25 

年度 

H26 

年度 

H27 

年度 

H28 

年度 

H29 

年度 

H30 

年度 

H31 

年度 

               

 

 

  

北広島市における関連計画 

○北広島市総合計画 

○北広島市地域福祉計画 

○北広島市障がい者福祉計画 

○北広島市健康づくり計画・健康きたひろ２１ 

北広島市子ども子育て支援事業計画 
 

≪子ども・子育て支援事業計画≫ 

○教育・保育提供区域の設定 

○教育・保育施設の需要量および確保の方策 

○地域子ども・子育て支援事業の提供 

○教育・保育の一体的提供の推進 

○任意事項等 

 

≪施策の総合的な展開≫ 

○北広島市次世代育成支援対策推進行動計画

後期行動計画を継承・統合した施策内容 

○基本目標１～基本目標 9 

 

すくすくみらいプラン 

北広島市次世代育成支援対策推進行動計画 

後期行動計画 

○基本理念 

○施策体系 

○基本目標１～基本目標７ 

 

 

 

北広島市 

次世代育成支援対策推進 

行動計画 前期行動計画 

 
 
 
 
 

（仮称）北広島市 

子ども・子育て支援プラン 

 

 

≪すくすくみらいプラン≫ 

 

北広島市 

次世代育成支援対策推進 

行動計画 後期行動計画 

必要に応じて見直し 見直し 見直し 
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４ 計画の策定体制 

（１）子ども・子育て会議の設置 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第 77条に定められている「北広島市子

ども・子育て会議」（以下「子ども・子育て会議」という。）を設置し、計画内容、事業運営、

施策推進に関する事項についての審議を行いました。 

 

（２）子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート 

次の事項を把握するため、就学前児童及び小学生の保護者を対象に下記のとおりアンケート

を実施しました。 

ア 就学前児童および小学生の子育て中の世帯の生活実態や保護者の子育てに関する意

識・意見を把握すること。 

イ 子ども・子育て支援事業計画で定める教育・保育および地域子ども・子育て支援事業量

を推計する基礎データを得ること。 

項目 区分 配付数 回収数 回収率 

調査対象 

就学前児童 1,500 票 813 票 54.2％ 

小学生 1,000 票 581 票 58.1％ 

対象者の抽出方法 住民基本台帳からの無作為抽出 

調査期間 平成 25 年 11 月 19 日 ～ 平成 25 年 12 月 3 日 

調査方法 郵送による配付・回収 

 

（３）学童クラブの運営に関するアンケートの実施 

学童クラブの利用状況、利用意向、開所時間の希望などについて把握するため、学童クラブ

入所児童の保護者を対象に下記のとおりアンケート調査を実施しました。 

 

項目 区分 配付数 回収数 回収率 

調査対象 入所児童の保護者（全員） ４６４票 ３３3 票 71.8％ 

調査期間 平成 2６年６月２日 ～ 平成 26 年６月 10 日 

調査方法 各学童クラブにおいて配付・回収 

 

（４）パブリックコメントの実施 

この計画の素案を市のホームページで公開し、広く市民の方々から意見を募りました。 

 

 

 



第２章 子どもと子育てを取り巻く環境 

7 

 

 

第２章 子どもと子育てを取り巻く環境 

 

１ 少子化の現状 

（１）総人口と世帯数の推移 

本市の総人口は、平成 19 年をピークに減少傾向に転じており、平成 42 年には平成 22 年比で

約 8 千 5 百人少ない 5 万 3 千人弱まで減少すると予測されています。 

世帯数は増加傾向にあり、平成 22 年には約 2 万 3 千世帯となっていますが、１世帯当たりの人

口は徐々に減少しており、昭和 60 年の 3.4 人/世帯から、平成 26 年は 2.2 人/世帯まで少なくな

っています。 

 

■北広島市の総人口、世帯数、１世帯合当たり人数の推移と将来人口》 

 

出典：平成 22 年までの実績値（各年 10 月 1 日現在）／国勢調査[総務省]、 

平成 26 年の実績値（3 月末現在）／住民基本台帳人口（外国人を含む）、 

推計値／日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）[国立社会保障・人口問題研究所] 

 

  

40,853 

47,758 
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55,340 
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（２）年齢構成別人口の推移 

年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）は、総人口の推移に伴い、現在は減少に転

じている状況ですが、老年人口（65 歳以上）は増加することが見込まれ、本市では少子・高齢化が

進行することが想定されます。 

 

■年齢３階層別人口の推移と将来予測 

 

出典：平成 22 年までの実績値（各年 10 月 1 日現在）／国勢調査[総務省]、 

平成 26 年の実績値（3 月末現在）／住民基本台帳人口（外国人を含む）、 

推計値／日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）[国立社会保障・人口問題研究所] 

 

■年齢３階層別人口構成比の推移と将来予測 

 
出典：平成 22 年までの実績値（各年 10 月 1 日現在）／国勢調査[総務省]、 

平成 26 年の実績値（3 月末現在）／住民基本台帳人口（外国人を含む）、 

推計値／日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）[国立社会保障・人口問題研究所] 
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（３）出生数と出生率の推移 

本市の出生数は、昭和 60 年からの推移では概ね減少傾向となっています。出生率（人口千人当

たりの出生数）は、全国・北海道と比較して本市は低い状況が続いており、年々低下しています。 

合計特殊出生率（1 人の女性が一生の間に生む子どもの平均数）においても、本市は全国・北海

道と比べて低い状況にあります。人口を維持するのに必要な合計特殊出生率は 2.08 とされている

ことから、現在の水準のままで推移すると、加速度的に少子化が進行することが想定されます。 

 

■出生数と出生率の推移 

 

出典：出生数／住民基本台帳、平成 23 年までの出生率／石狩地域保健情報年報、 

平成 24～25 年の出生率／人口動態統計[厚生労働省] 

※出生率：人口千人当たりの出生数  

 

■合計特殊出生率の推移 

 

出典：石狩地域保健情報年報 

※合計特殊出生率：１人の女性が一生の間に生む子どもの平均数 
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（４）年齢別児童数の推移 

本市の児童数は、就学前児童、小学生ともに減少を続けており、出産期にあたる女性人口が既に

減少していることや、出生率の低さを背景に、児童数は今後もさらに減少していくことが見込まれ

ます。 

 

■就学前児童数の推移と将来予測 

 

出典：実績値／住民基本台帳、推計値／コーホート変化率法により推計 

 

■小学生児童数の推移と将来予測 

 

出典：実績値／住民基本台帳、推計値／コーホート変化率法により推計 
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２ 産業・就業の状況 

（１）産業別人口の推移 

農家戸数、耕地面積は、後継者不足や高齢農業者の引退などにより減少しています。また、札幌

都心部への交通利便性の高さなどの立地環境から、企業の進出や住宅団地の造成など都市化が進み、

運輸・通信業やサービス業などの第三次産業が増加しています。 

 

■産業別人口割合の推移 

 
出典：国勢調査[総務省] 

 

（２）１５歳以上就業者数の推移 

本市の 15 歳以上就業者数は、平成 17 年調査までは増加傾向にありましたが、以降は減少に転

じ、今後総人口とともに減少することが見込まれます。男女別にみると、男性の就業者数は平成 7

年以降はほぼ横ばいの状況となっていますが、女性の就業者数は年々増加しており、保育需要の増

加の一因となっています。 

 

■15 歳以上就業者数の推移 

 

出典：国勢調査[総務省]  
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（３）女性の年齢別就業者数の推移 

女性の就業者数を年齢別にみると、29 歳までの各段階において年々減少傾向にありますが、子育

て世代の中心的年齢である 30～44 歳では増加傾向にあります。 

また、平成 22 年における年齢別就業率は、全国と比べて本市は概ね低い状況ですが、第一のピ

ークとなる 25～29 歳で全国とほぼ同率となっています。 

 

■女性の年齢別就業者数の推移 

 

出典：国勢調査[総務省] 

■女性の年齢別就業率（平成 22年） 

 

出典：国勢調査[総務省]の年齢別就業者人口から算出 
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３ 保育所の状況等 

（１）保育所の入園状況 

現在、市内の認可保育所は公立３園、私立６園で運営されており、生後 7 週目から５歳児までを

対象に受け入れを行っています。また、認可外保育所は１園あります。 

保育所の待機児童対策として、これまで保育所の増設および増改築など定員増加の対策を行うと

ともに、保育士等の拡充により定員以上の入園を促進し、平成 18 年以降は定員充足率が 100%を

超えた状態が続いています。 

５歳未満の児童数は年々減少傾向にありますが、保育所の園児数は概ね増加しており、平成 26

年には 705 人が入園しています。 

 

■園児数と定員充足率の推移（各年 4 月 1 日） 

 

出典：北広島市児童家庭課 
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４ 幼稚園の状況等 

（１）幼稚園の入園状況 

市内の幼稚園は、いずれも私立で８園あります。 

平成18年には定員を超える入園状況となっていましたが、定員の増加や児童人口の減少により、

平成 26 年には 905 人が入園し、定員充足率 74.2%となっています。 

 

■園児数と定員充足率の推移（各年 5 月 1 日） 

 

出典：学校基本調査 

 

（２）幼児教育の振興施策 

保護者の費用負担の軽減と幼児教育の充実を図るため、保護者および関係機関に対して以下の補

助を行っています。 

施策名 施策の概要 

①幼稚園就園奨励費補助 
幼稚園に通園している満３～５歳児の保護者に市民税額に応じて保育料などの減免

を行っています。 

②幼稚園振興補助金 
幼稚園教職員の資質向上や幼稚園教育活動の充実を図るため、研修費や教材費、

障がい児教育に係る教材教具の整備・人件費等の経費に補助を行っています。 

③幼稚園協会補助金 
幼稚園相互の協力と幼児教育の充実を図るため、協会の活動に対して補助を行って

います。 

④幼稚園就園準備金補助 
幼稚園が実施する満２歳児を対象とする子育て支援事業の保護者負担の軽減を図る

ため補助を行っています。 
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５ 小学校・中学校の状況 

（１）小学校の状況 

市内の小学校は平成 23 年までは 10 校でしたが、平成 24 年 4 月に広葉小学校と若葉小学校が

双葉小学校に、高台小学校と緑陽小学校が緑ヶ丘小学校にそれぞれ統合され、現在は 8 校となって

います。 

平成 10 年には 3,851 人だった児童数は、平成 26 年には 3,276 人となり、概ね減少傾向にあ

ります。 

 

■学校数・児童数の推移（各年５月１日現在） 

 

 

H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 

学校数 10 10 10 10 10 10 10 8 8 

児童数 3,851 3,705 3,718 3,617 3,628 3,606 3,626 3,485 3,276 

出典：学校基本調査 
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（２）中学校の状況 

現在、市内の中学校は公立 6 校、私立１校の計 7 校となっています。 

平成 10 年には 2,355 人だった生徒数は、概ね減少傾向にありましたが、平成 22 年から増加に

転じています。 

 

■学校数・生徒数の推移（各年５月１日現在） 

 

 

H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 

学校数 6 6 6 6 6 6 6 6 6 

生徒数 2,355 2,182 2,045 1,931 1,887 1,851 1,761 1,792 1,826 

出典：学校基本調査 
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６ 地域子ども・子育て支援事業の状況 

（１）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

地域子育て支援拠点事業は、平成 22 年 5 月に常設の地域子育て支援センター「あいあい」を開

設し、西の里きらきら保育園内「どんぐり」、大曲いちい保育園内「ぶらんこ」と合わせて３か所

で運営を行っています。 

地域子育て支援拠点事業では、みんなの広場や子育て講座、子育て相談など、親子が気軽に集い、

相談や交流ができるようなサポートを行っているだけでなく、子育てサークル立ち上げの相談や支

援を行っています。 

 

■利用者数（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 

 

■サークル支援回数（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 
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（２）妊婦健診事業（妊婦一般健康診査・超音波検査） 

妊婦の健康管理のため、妊婦一般健診受診票および超音波検査受診票を発行し、健診の受診を促し

ています。 

 

■妊婦一般健康診査・超音波検査受診者数の推移（各年度末実績） 

 H21 H22 H23 H24 H25 

受診者数※1 601 548 499 492 514 

※1 受診者数：各年度中に 1 回以上受診した人数 

出典：北広島市健康推進課 

 

（３）乳児家庭全戸訪問事業 

生後２か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関す

る情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家

庭に対しては適切なサービスにつなげる事業です。 

 

■乳児家庭全戸訪問事業訪問実績数等の推移（各年度末実績） 

 H21 H22 H23 H24 H25 

訪問対象家庭数 405 357 344 310 306 

家庭訪問実績数 393 344 334 305 296 

実施率 97.0% 96.4% 97.1% 98.4% 90.7% 

出典：北広島市健康推進課 

 

（４）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する支援

に資する事業 

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して不安や孤立感等

を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、子育て経験者等による

育児・家事の援助または保健師等による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施してい

ます。 

 

■養育支援訪問事業訪問実績数の推移（各年度末実績） 

 H23 H24 H25 

養育支援訪問実績数 6 4 6 

出典：北広島市健康推進課 
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養育支援が必要な家庭や児童虐待に関する相談を面接や電話で受け付けています。また「北広島

市要保護児童対策地域協議会」を設置し、要保護児童等に関する情報その他要保護児童の適切な保

護を図るために必要な情報の交換を行うとともに、要支援児童等に対する支援の内容に関する協議

を行っています。 

 

■相談件数と個別ケース検討会議回数の推移（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 

 

（５）子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

児童の保護者が病気などの理由によって家庭で児童の養育が困難なとき、一時的に児童養護施設

で養育する事業を実施しています。 

現在、社会福祉法人聖母会天使の園と社会福祉法人北光社ふくじゅ園の２か所で実施しています。 

 

■子育て短期支援事業の推移（各年度末実績） 

 H21 H22 H23 H24 H25 

ショートステイ事業 実施か所数 1 1 1 1 2 

 利用実人数 4 0 3 3 6 

 延べ利用日数 19 0 80 66 42 

トワイライトステイ事業 実施か所数 － － 1 1 2 

 利用実人数 － － 1 1 0 

 延べ利用日数 － － 6 78 0 

出典：北広島市児童家庭課 
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（６）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

育児や介護を受けたい人と行える人たちが会員になり、有料で互いに援助しあう会員組織の事業

です。協力会員数は伸び悩んでいますが、利用会員数は堅調に伸びています。延長保育など他保育

事業の充実化の影響もあり、利用件数は年度により増減がある状況です。 

 

■子育て援助活動支援事業の会員数と利用件数推移（各年度末実績） 

 H21 H22 H23 H24 H25 

協力会員数 56 59 53 58 55 

利用会員数 235 287 326 363 417 

両方会員数 
（協力会員＆利用会員） 

14 20 21 22 24 

利用件数 1,356 863 731 602 983 

出典：北広島市児童家庭課 

 

（７）一時預かり事業 

現在は、すみれ保育園、西の里きらきら保育園、大谷むつみ保育園の３か所で一時預かりを実施

しています。また、すみれ保育園では休日保育も実施しています。 

年度により増減はあるものの、利用者数は平成 21 年度から概ね増加傾向にあります。 

 

■一時預かり事業の利用者数推移（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 
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（８）延長保育事業 

19 時 30 分まで（園によっては 19 時まで）の延長保育を市内全９園で実施しており、平成 25

年度には朝の延長保育も 2 園で始まりました。利用者数に増減はあるものの需要は高く、多くの方

に利用されています。 

 

■延長保育事業の実施施設数と利用者数推移（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 

 

（９）病児保育事業（病児・緊急対応強化事業） 

本市における病児・病後児保育は、有料で互いに援助しあう会員組織の事業である緊急サポート

ネットワーク事業として平成 23 年度に始まりました。会員数は堅調に伸びています。 

 

■病児・緊急対応強化事業の会員数と利用件数推移（各年度末実績） 

 

出典：北広島市児童家庭課 
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（１０）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

学童クラブは、保護者が就労、疾病その他の理由により昼間家庭にいない小学生を対象に実施し

てきましたが、待機児童解消に向けて平成 22 年 11 月に北の台第二学童クラブを開設、狭溢対策

として平成 23 年 4 月に大曲学童クラブの移転を行っています。また、利用希望者の多い学童クラ

ブでは、指導員を増員し定員以上の受け入れを行っています。 

平成 26 年 4 月からは西の里第二学童クラブが開設され、現在は 11 か所で運営されています。 

 

■学童クラブの定員総数、利用児童数、実施施設数の推移（各年 4 月１日現在） 

 

出典：北広島市児童家庭課 

 

■学童クラブ別利用児童数の推移（各年 4 月１日現在） 

小学校区 学童クラブ H21 H22 H23 H24 H25 H26 

緑ヶ丘小 北広島学童 51 50 50 36 33 40 

大曲小 大曲学童 59 70 61 62 67 68 

西の里小 
西の里学童 58 60 60 50 66 48 

西の里第二学童 － － － － － 20 

東部小 東部学童 44 32 34 47 49 66 

双葉小 広葉学童 48 45 44 47 62 58 

大曲東小 
大曲東学童 56 46 48 43 42 46 

大曲東第二学童 41 39 37 30 28 24 

北の台小 
北の台学童 69 79 46 53 45 38 

北の台第二学童 － － 27 25 25 35 

西部小 西部学童 39 37 54 52 54 54 

出典：北広島市児童家庭課 
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７ 母子保健事業の状況 

妊産婦期から乳幼児期へのライフステージに応じた事業を展開し、母子保健の充実を図っていま

す。 

（１）妊産婦保健 

①妊婦一般健康診査・超音波検査 

妊婦の健康管理のため、妊婦一般健診受診票および超音波検査受診票を発行し、健診の受

診を促しています。 

 
平成 25 年実績 

実受診数※1 延受診数 受診率※2 

妊婦一般健康診査・超音波検査 514 5,548 97.2% 

※1 実受診数：H25 年度中に 1 回以上受診した人数 

※2 受診率：H25.3～H26.2 までに妊娠届出をした方のうち H25 年度中に 1 回以上受診した割合 

出典：北広島市健康推進課 

 

②マタニティスクール 

妊娠・出産・育児に関する正しい知識の習得と仲間づくりを目指し、妊婦体操や呼吸法、

栄養指導などを実施しています。 

父親も参加するマタニティスクール両親コースや、マタニティスクール参加者が出産後に再

会する機会をつくり、育児の仲間づくりを支援するマタニティスクールクラス会も実施してい

ます。 

 
平成 25 年実績 

備  考 
実施回数 参加実数 参加延数 

マタニティスクール 5 コース 30 105 4 回 1 コース 

マタニティスクール両親コース 5 回 36 組 70 人 - 
≪実施 5 回の内訳≫ 
定例 4回、前年度延期
開催 1回 

マタニティスクールクラス会 5 回 40 組 - （市主催分） 

出典：北広島市健康推進課 
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（２）乳幼児保健 

①乳幼児健康診査 

心身の異常の早期発見、離乳・育児・生活指導に適した時期に乳幼児健診を行い、発育・

発達、母子関係等を把握し、育児支援を行っています。 

また、虫歯予防のため、1 歳から就学前までの幼児に歯科健診、フッ化物塗布、歯科相談

を行っています。 

 
平成 25 年実績 

対象者数 実受診数 延受診数 受診率 

乳児健診 

3 か月児 362 357 363 98.6% 

6 か月児 287 276 284 96.2% 

10 か月児 339 316 332 93.2% 

１歳６か月児健診 394 377 - 95.7% 

３歳児健診 444 420 - 94.6% 

フッ素塗布 - 241 328 - 

出典：北広島市健康推進課 

②乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）（再掲） 

生後２か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、親子の心身の状況や養育環境等の把

握や助言を行い、子育て支援に関する情報提供等を行っています。 

 H21 H22 H23 H24 H25 

訪問対象家庭数 405 357 344 310 306 

家庭訪問実績数 393 344 334 305 296 

実施率 97.0% 96.4% 97.1% 98.4% 90.7% 

出典：北広島市健康推進課 

③養育支援訪問事業（再掲） 

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して不安や孤

立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となっている家庭に対して保健師が訪

問し、具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施しています。 

 H23 H24 H25 

家庭訪問実績数 6 4 6 

出典：北広島市健康推進課 

 

④育児交流会等 

育児交流会では、地域で孤立せずに育児ができるよう、母子保健推進員が中心になって地

区会館などで親子交流の場をつくっています。また、育児グループなどの依頼に応じて、保

健師、栄養士、歯科衛生士などが出向き、健康についての講座を開設しています。 

 
平成 25 年実績 

備  考 
実施回数 参加人数 

育児交流会 5 コース 実 79 組延 138 組 2 回 1 コース 

ふたごみつごの育児交流会 4 回 15 組 43 人  

出前健康講座 13 回 304 人  

出典：北広島市健康推進課 
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（３）その他 

①育児相談 

電話により、妊産婦や保護者からの育児に関する個別の相談を受けています。 

 平成 25 年延相談数 

相談内容 
母性保健・育児支援 27 件 

小児保健 238 件 

出典：北広島市健康推進課 

②家庭訪問 

子育てに不安のある方や悩みのある方、近くに相談できる人がいないといった保護者の家

庭等に訪問し、子育て支援を行っています。 

 
平成 25 年実績 

備  考 
実人数 延人数 

妊婦 4 7  

産婦 313 343 乳児家庭全戸訪問を含む 

新生児・乳児 305 331 乳児家庭全戸訪問を含む 

未熟児 28 31 乳児家庭全戸訪問を含む 

幼児 110 136  

出典：北広島市健康推進課 

③母子保健推進員活動 

市から委嘱を受けた母子保健推進員が、妊婦や乳児がいる家庭を訪問し、心配ごとや体調

の確認、育児交流会などを紹介しています。 

 
平成 25 年実績 

報告実数 報告延数 

妊婦 197 283 

乳児 228 310 

出典：北広島市健康推進課 

④個別ケース検討会議 

妊娠届出時のアンケートや赤ちゃん訪問時に行うアンケート等の結果に基づいて、今後関

わりを有する可能性がある関係機関等の担当者により、その子どもに対する具体的な支援の

内容等を検討しています。 

 H21 H22 H23 H24 H25 

ハイリスク妊婦ケース検討 - 42 88 63 83 

赤ちゃん訪問ケース検討 104 83 70 54 70 

子育て検討会 26 32 27 39 31 

出典：北広島市健康推進課 
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（４）医療費助成事業 

子どもや心身に障がいのある方・ひとり親家庭等の方に自己負担分の医療費を助成しています。 

施策名 施策の概要 

①子ども医療費助成事業 
中学校卒業までの児童・生徒に対して医療費を助成しています。 

助成対象医療は、０歳から小学校就学前の児童は通院と入院および指定訪

問看護、小学生と中学生は入院と指定訪問看護です。 

②未熟児養育医療費助成
事業 

出生児体重が2,000グラム以下、または生活力が弱く、特定の症状の条件に

当てはまる乳児を対象に医療費の一部を助成しています。 

③通院交通費助成制度 
慢性的疾病等の受給者証を持っている、１年間の通院交通費が 12,000 円を

超えているなど、助成のための条件を満たす方を対象に、医療機関への通

院（往診）に要した交通費の一部を助成しています。 

④ひとり親家庭等医療費
助成事業 

ひとり親家庭の子ども（入院・通院費および指定訪問看護）と父、母（入院費

および指定訪問看護）の医療費を助成しています。 

⑤重度心身障害者医療費
助成事業 

身体障害者手帳１・２級と内部障害３級の方、療育手帳Ａ判定か重度と診断

された方および精神保健福祉手帳１級の方の医療費を助成しています。 

 

８ 相談事業の状況 

（１）相談事業の状況 

市では、相談員を配置して児童の発達や子育て等に関する各種の相談事業を行い、育児不安の解

消や子育て知識の普及に努めています。 

事業名 担当 内容 

家庭児童相談 児童家庭課 養育、発達、虐待等要保護児童の措置・指導 

母子・父子自立相談 児童家庭課 
ひとり親家庭等の生活・経済相談・自立支援、ＤＶ（配偶者等

からの暴力）等 

子どもの権利相談 児童家庭課 親子関係、学校関係など、子どもの権利侵害に関する相談 

育児相談 

健康推進課 妊娠や育児に関すること 

地域子育て 

支援センタ― 
育児に関すること 

療育相談 
こども発達 

支援センター 

心や体の発達、言葉の発達などに関すること 

 

教育相談 青少年課 教育全般、いじめ、不登校に関すること 

子どもサポート 

センター相談 
青少年課 家庭生活、学校生活、発達の不安などに関すること 

心の教育相談 青少年課 悩み、不安、いじめ、不登校などに関すること 

 

上記以外の子ども・子育てに関する相談機関等としては、民生委員児童委員、母子保健推進員、

身体障害者相談員、知的障害者相談員、スクールカウンセラー、千歳保健所、北海道中央児童相談

所、北海道立特別支援教育センター等があります。 

また、児童福祉法に基づく児童家庭支援センターが社会福祉法人聖母会「天使の園」に設置され

（エンゼルキッズこども家庭支援センター）、子どもの悩み、子育ての悩みなどの相談に応じてい

ます。 
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（２）主な相談件数の状況 

①家庭児童相談（実・延べ件数） 

 
養護 

相談 

保健 

相談 

障がい 

相談 

非行 

相談 

育成 

相談 

その他

の相談 
計 

延べ相

談件数 

平成 24 年度 58 1 38 1 9 9 116 1,594 

平成 25 年度 81 0 37 1 19 3 141 2,032 

②母子・父子自立相談（延べ件数） 

 生活一般 児童 
経済的支援・ 

生活援護 
その他 計 

平成 24 年度 1,058 624 393 0 2,075 

平成 25 年度 1,174 573 488 0 2,235 

③子どもの権利相談（延べ件数） 

 計 

平成 25 年度 15 

④療育相談（延べ件数） 

 就学前 小学生 計 

平成 24 年度 270 35 305 

平成 25 年度 215 27 242 

⑤教育相談件数（青少年電話相談を含む）（延べ件数） 

 就学前 小学生 中学生 高校生・成人 計 

平成 24 年度 0 14 95 9 118 

平成 25 年度 1 45 62 6 114 

⑥子どもサポートセンター相談件数（延べ件数） 

 電話 面談（来室） 
家庭・ 
学校訪問 

計 

平成 24 年度 56 307 33 396 

平成 25 年度 54 336 37 427 

⑦心の教室相談員（小学校８校）（延べ件数） 

 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 
保護者

ほか 
計 

平成 24 年度 2 11 26 16 32 73 17 177 

平成 25 年度 2 11 28 27 40 68 18 194 

⑧心の教室相談員（中学校６校）（延べ件数） 

 1 年生 2 年生 3 年生 保護者ほか 計 

平成 24 年度 38 37 74 63 212 

平成 25 年度 47 28 60 46 181 
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９ 子どもの権利条例 

（１）北広島市子どもの権利条例制定の背景 

世界では今なお多くの児童が、貧困、飢え、武力紛争、虐待等の困難な状況に置かれています。

このため国連は、児童の保護と基本的人権の尊重を促進することを目的に、1989 年(平成元年)

に「児童の権利に関する条約」を採択しました。日本は 1994 年（平成６年）にこの条約を批

准し、条約の理念実現を目指して、様々な立法や行政措置を進めています。 

条約の理念実現には、国だけでなく、子どもの生活に一番身近な地方自治体も子ども施策とし

て取り組むことが大切です。そのためには、地方自治体の法律である条例によって子どもの権利

を定め、その条例に基づき子ども施策を進めることが必要となります。 

北広島市子どもの権利条例は、基本的人権の尊重を定めている「日本国憲法」と「児童の権利

に関する条約」に基づき、北広島市としての子どもの権利を定めたものであり、条約の理念実現

を目指す市の子ども施策の基盤として、平成 24年 6 月 28 日に制定されました。 

 

（２）条例によって推進されること 

①子どもが他者との関わり方について理解を深め、社会的に成長すること 

子どもは自分の権利が尊重されるだけでなく、他人の権利も尊重することが大切であるこ

とを学び、また、そのことを通して社会における他者との関わりについて理解を深めていき

ます。 

 

②大人が子どもの権利について理解を深めること 

大人は、子どもが成長発達する過程で保護や援助が必要な存在であり、基本的人権が尊重

されなければならないことについて認識を深め、子どもの権利についての理解を深めます。 

 

③侵害された子どもの権利の回復 

子どもの権利侵害を救済し、権利の回復を支援する救済委員会を設置し、権利の保障が実

効性のあるものとなります。 

 

（３）条例で定めている子どもの権利 

子どもが成長していくために、特に大切な権利を 4 つに分けて定めています。 

１ 平和で安全な環境で、安心して生きる権利 

２ 虐待や危険などから守られる権利 

３ 教育を受けたり遊んだりできる、健やかに育つ権利 

４ 社会に参加する権利 
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１０ アンケート調査結果の概要 

本計画の策定にあたり、子育て中の世帯の生活実態や意見・要望などを把握するため、就学前児

童（０～５歳）および小学生（６～11 歳）の保護者を対象に、北広島市「子ども・子育て支援事

業計画」策定のためのアンケート調査（以下「アンケート調査」という。）を実施しました。（配付

数は、就学前児童の保護者 1,500 票、小学生の保護者 1,000票。回収率は、就学前児童 54.2％、

小学生 58.1％）以下に、主な結果を示します。 

 

（１）子育てを主に行っている人 

子育てを主に行っている人は、就学前児童、小学生ともに「両親」が 5 割を超え、次いで「母

親」が 4 割前後となっています。 

 

 

（２）母親の就労状況 

就学前児童の母親は、就労中（「フルタイム」「パート・アルバイト」の合計）は 42.9%とな

っており、半数弱の母親は子育てをしながら就労している状況です。また、小学生の母親は

67.3%が就労中で、就学前と比べると約 24%高い就労状況となっています。 

 

57.7%

1.5%

39.5%

0.4%

0.2%

0.7%

55.2%

2.1%

42.2%

0.5%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

両親

父親

母親

祖父母

その他

無回答
就学前(n=813)

小学生(n=581)

18.5%

4.4%

24.4%

0.7%

45.9%

3.9%

2.2%

26.0%

0.7%

41.3%

0.3%

25.0%

3.6%

3.1%

0% 20% 40% 60%

フルタイム

フルタイム（休業中）

パート・アルバイト

パート・アルバイト（休業中）

現在は就労していない

就労したことがない

無回答
就学前(n=813)

小学生(n=581)
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13.9%

69.7%

11.1%

4.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

現在よりも多く利用したい

現在と同じくらい利用したい

現在よりも少ない利用でよい

今後は、利用するつもりはない

無回答 n=208

 

（３）教育・保育施設の利用意向 

現在の利用状況は「幼稚園」「認可保育所」がともに 4 割を超えていますが、今後利用させた

い施設では「幼稚園」が 62.2%、「認可保育所」が 38.6%となっており、教育への意向がうか

がえます。また、今後利用させたい施設で「認定こども園」は 13.5%となっています。 

 

 

 

（４）地域子育て支援センターの利用状況と利用意向 

地域子育て支援センターを「利用している」は 25.6%、「利用していない」は 73.3%となっ

ており、利用している人の中では「現在と同じくらい利用したい」が 69.7%を占めています。 

【現在の利用状況】     【今後の希望利用頻度】 

 

  

25.6%

73.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80%

利用している

利用していない

無回答 n=813
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79.8%

1.8%

15.6%

1.8%

2.8%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親族・知人にみてもらった

子育て支援短期利用事業を利用した

子どもを同行させた

子どもだけで留守番させた

その他

無回答 n=164

 

（５）一時預かり等の利用状況 

一時預かり等の利用状況は、「利用していない」が 73.6%を占めています。利用している人

の中では「幼稚園の預かり保育」が 15.3%で最も多く、次いで「一時預かり」（4.7%）が続い

ています。 

 

 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ、トワイライトステイ）の利用状況 

子どもを泊りがけで家族以外の人にみてもらわなければならないことがあった人の対処方法

は「親族・知人にみてもらった」が 79.8%を占め、「子育て支援短期利用事業を利用した」は

1.8%にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.7%

15.3%

2.1%

1.5%

73.6%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80%

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリーサポートセンター

その他

利用していない

無回答 n=813
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55.5%

18.3%

33.6%

2.6%

38.4%

17.5%

0.9%

26.2%

0% 20% 40% 60%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

ファミリーサポートセンター

学童クラブ

児童センター

その他

無回答

就学前(n=229)

86.4%

34.3%

63.5%

0.2%

13.3%

2.1%

10.5%

0.0%

79.3%

31.2%

65.1%

0.7%

12.7%

15.1%

9.1%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

ファミリーサポートセンター

学童クラブ

児童センター

その他

無回答 小学生現在(n=581)

小学生希望(n=581)

 

（７）病児・病後児保育の利用状況 

子どもが病気やけがで幼稚園・保育所などを利用できなかったことがあった人の対処方法は、

「母親が仕事を休んで子どもをみた」が 60.2%で最も多く、次いで「親族・知人に子どもをみ

てもらった」「父親または母親のうち就労していない方が子どもをみた」が約 37%となってい

ます。 

 

（８）子どもの小学校就学後の放課後の過ごし方 

就学前児童の小学校就学後の放課後の過ごし方は、「自宅」（55.5%）、「学童クラブ」（38.4%）、

「習い事」（33.6%）の順で多くなっています。 

小学生は、現在過ごしている場所、今後過ごさせたい場所ともに「自宅」、「習い事」、「祖父母

宅や友人・知人宅」の順で多くなっています。 

【就学前】     【小学生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18.0%

60.2%

36.5%

36.7%

1.0%

1.6%

0.5%

1.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80%

父親が仕事を休んで子どもをみた

母親が仕事を休んで子どもをみた

親族・知人に子どもをみてもらった

父親または母親のうち

就労していない方が子どもをみた

病児・病後児のための保育施設等を利用した

ファミリーサポートセンター、緊急さぽねっとを

利用した

子どもだけで留守番をさせた

その他

無回答 n=384
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（９）子育てに関して日頃悩んでいること 

就学前児童の保護者が子育てに関して日頃悩んでいることは、「病気や発育に関すること」が

27.3%で最も多く、次いで「子どもを叱りすぎている気がする」（25.3%）、「自分の時間がと

れない」（20.5%）と続いています。 

小学生の保護者は、「友達づきあい・いじめなど」が 27.4%で最も多くなっており、就学後

になると子どもの人間関係に関する悩みが増加する結果となっています。 

 

  

27.3%

4.6%

14.8%

20.5%

13.3%

5.3%

7.9%

25.3%

11.9%

3.4%

17.0%

16.7%

3.7%

2.5%

18.2%

2.7%

3.7%

18.4%

1.7%

16.9%

10.7%

27.4%

5.7%

4.8%

24.3%

6.5%

1.4%

8.4%

21.0%

2.8%

2.1%

23.8%

7.4%

3.3%

0% 20% 40%

病気や発育に関すること

育児の方法がわからない

子どもとの時間がとれない

自分の時間がとれない

友達づきあい・いじめなど

子育てに関して配偶者の協力が少ない

配偶者以外に手伝ってくれる人がいない

子どもを叱りすぎている気がする

子育てのストレスがたまっている

子育て支援サービスの申込方法がわからない

食事や栄養に関すること

経済的負担が厳しい

話し相手・相談相手が少ない

職場の理解・協力が得られない

特にない

その他

無回答

就学前(n=813)

小学生(n=581)
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67.8%

48.8%

9.1%

11.8%

4.1%

8.2%

15.6%

22.5%

14.4%

16.1%

25.3%

27.1%

4.9%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80%

保育料（幼稚園含む）の減額や免除

児童手当などの経済的支援の拡充

一時預かりの充実

延長保育の充実

夜間保育の実施

子育て支援センターの充実

病児・病後児保育の実施

乳幼児等医療支援の充実

休日保育の充実

通園・通学用の歩道等の整備

学童クラブ・児童センターの拡充

子育てに適した職場環境の整備

その他

無回答 n=813

 

（１０）市が取り組むべき子育て支援策（就学前児童の保護者） 

今後、市が取り組むべき子育て支援策としては、「保育料（幼稚園含む）の減額や免除」（67.8%）

と「児童手当などの経済的支援の拡充」（48.8%）がほかを引き離しており、経済的支援を求め

る声が多くなっています。 

次いで、「子育てに適した職場環境の整備」（27.1%）、「学童クラブ・児童センターの拡充」

（25.3%）と続いており、仕事と子育ての両立に関する支援策が多くなっています。 
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（１１）学童クラブの運営に関するアンケート調査結果 

学童クラブの利用意向、開所時間の希望などを把握するため、学童クラブ入所児童の保護者を

対象にアンケート調査を実施しました。（配付数は、464 票。回収率は、71.8％）以下に、主

な結果を示します。 

 

■入所させたい学年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■土曜・休校日の開所時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

■平日の閉所時間 

  

 

  

～7：30 

8：00 

8：30～ 

その他 

無回答 

～17：00 

17：30 

 18：00 

18：30 

19：00～ 

その他 

無回答 
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■土曜の閉所時間 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～16：30 

17：00 

17：30 

18：00 

18：30 

19：00～ 

その他 

無回答 
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第３章 すくすくみらいプラン（北広島市次世代育成対策推進計
画後期行動計画）の実施状況 
 

 

１ 重点施策の実績と評価 

重点施策として数値目標を設定した６つの施策は、それぞれ計画策定時点の目標値を達成してい

ます。特に、従来からの課題となっている（１）保育所の定員拡大と保育サービスの充実、（２）

放課後児童健全育成事業の充実については設定した目標を上回る実績となりました。 

 

（１）保育所の定員拡大と保育サービスの充実 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

保育所の定員拡大 
定員 

640 人 

定員 

690 人 

○公立 3 園、私立 6 園の認可保育所で定員は 690 人。 

○待機児童対策として、保育士拡充等により定員以上の入所を促

進。 

○認可外保育所においては、当初見込みを大きく上回り、定員以上

の入所児童数で保育を実施。 

保育所の施設整備 継続 実施 

○平成22年に稲穂保育園、はだかんぼ保育園、大曲いちい保育園

の増築。 

○平成 23 年に大谷むつみ保育園を開設。 

延長保育の実施拡大 8 園 9 園 ○延長保育を全園で実施。朝の延長保育も 2 園で実施。 

一時預かり事業の推進 3 園 3 園 ○一時預かり事業を公立 1園、私立 2 園で実施。 

休日保育の実施 1 園 1 園 ○すみれ保育園にて実施。 

 

（２）放課後児童健全育成事業の充実（学童クラブ運営事業） 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

学童クラブの施設環境整備 

既存施設の狭隘解消 

9 か所 

 

実績見込 

460 人 

 

定員 

440 人 

11 か所 

 

実績見込 

497 人 

 

定員 

510 人 

○平成 22 年 11 月に北の台第二学童クラブを開設し、10 か所の運

営を継続（定員 480 人）。 

○平成 26 年 4 月に西の里第二学童クラブを開設（定員 510 人）。 

○大曲東学童クラブの屋根を改修。 

○入所希望者の多い学童クラブについては、指導員を増員し、定員

以上の受け入れを実施。 

 

（３）児童館の整備 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

児童館の新設 3 か所 3 か所 ○北広島団地児童センターを平成 26 年度に開設。 

 

  

第３章 すくすくみらいプラン（北広島市次世代育成対策推進計

画後期行動計画）の実施状況 
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（４）常設の子育て支援センターの整備 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

常設の基幹となる子育て

支援センター整備 

専用施設

1か所 

 

保育所 

2 か所 

専用施設

1か所 

 

保育所 

2 か所 

○平成22年5月に常設の地域子育て支援センター「あいあい」を開

設し、大曲いちい、西の里きらきらの 3 か所で運営継続。 

○平成 23 年 4 月から出前講座みんなの広場を北広島団地地域交

流ホーム「ふれて」で月 1～2 回実施。 

○平成 23 年 5 月からシルバー子育てサポート事業を実施、サポー

ター登録数9人。60歳以上の市民ボランティアが昔遊びや子育て

の知恵を伝承。 

 

（５）家庭児童相談室の充実 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

相談体制の充実 
相談員 

2 人 

相談員 

3 人 

○平成 23 年 4 月から家庭児童相談員(母子・父子自立支援員兼

務)3 人の相談員体制とし、相談受付時間を 9：00～17：00 に延長

（Ｈ22 年度 9：30～16：00）。 

 

（6）放課後子ども教室の開設 

取組みの内容 
H26 
目標 

H26 
見込み 

取組み実績 

モデル地区での開設 1 か所 1 か所 

○大曲小学校放課後子ども教室開級。 

○コーディネーター、教育活動推進員、教育活動サポーターを配

置。 

○登録児童数 237 人（平成 25 年度実績）。 

○開催回数 40 回、延べ参加児童数 3,013 人（平成 25 年度実績）。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の基本理念 

本市における前計画「北広島市次世代育成支援対策行動計画」では、「すべての親が安心して子

育てできる環境づくり、すべての人が命の大切さを感じる環境づくり、すべての子どもが健やかに

育つ環境づくり」という基本理念の下、施策を推進してきました。また、北広島市総合計画では、

「子育て支援・人づくり」を重点プロジェクトとしています。 

（仮称）北広島市子ども・子育て支援プランの基本理念を設定するにあたり、国が示す理念との

調和を図るとともに、子どもや子育て家庭を取り巻く状況、本市の地域特性などを踏まえ、次の基

本理念を定め、本市が行政として取り組むべき方向性を位置づけます。 

子育てには子どもの成長に伴い喜びや感動があります。みんながそうした喜びや感動を分かち合

えるよう、家庭、学校、地域、職域等が一体となって、孤立しがちな子育てや育児の悩みを抱える

家庭を支援し、子育ての不安感や負担感の軽減を図り、子育てがしやすいまち、子育てが楽しいま

ちを目指し、子どもが健やかに育つまちづくりを進めます。 

 

◆すべての子どもの最善の利益が尊重される環境づくり 

子どもにとって最善の利益が尊重され、子どもが幸せに暮らせるまちづくりを進めていきます。 

 

◆すべての親が安心して子育てできる環境づくり 

北広島市の未来のために、すべての市民が安心して子育てができるような環境づくりを進めてい

きます。 

 

◆すべての人が命の大切さを感じる環境づくり 

豊かな心で、笑いに満ちたあたたかな雰囲気の中で、豊かな子育てをすることができ、親も子も

幸せを感じられ、『いのち』あることの大切さをもう一度認識できる、まちになるように取り組ん

でいきます。 

 

◆すべての子どもが健やかに育つ環境づくり 

北広島市は、クラーク博士の「青年よ大志をいだけ」の遺志を引き継ぎ、大きな夢と希望を持つ

まちです。この地で生まれ、遊び、学び、育つ、次代を担う人材の育成に努めます。 

  

第４章 計画の基本的な考え方 
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２ 基本目標と基本施策 

 

基本目標   基本施策 

    

１ 地域における子育ての支援 
  

①地域における子育て支援サービスの充実   
   

②保育サービスの充実    
   

③子育て支援のネットワークづくり    
   

④子どもの健全育成    
   

⑤地域における人材育成    
 

２ 母性および子どもの健康の確保および増

進 

  
①切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策   

   
②学童期・思春期から成人期に向けた保健対策の充実    

   
③「食育」の推進    

   
④子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり    

   
⑤小児医療の充実    

 
３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教

育環境の整備 

  
①次代の親の育成   

   ②子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境

等の整備    

   
③家庭や地域の教育力の向上    

   
④子どもを取り巻く有害環境対策の推進    

 

４ 子育てを支援する生活環境の整備 
  

①良質な住宅および良好な居住環境の確保   
   

②安全な道路交通環境の整備    
   

③安心して外出できる環境の整備    
   

④安全・安心まちづくりの推進等    
 

５ 仕事と子育ての両立ができる環境の整備 
  

①仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し   
   

②仕事と子育ての両立のための基盤整備    
 

６ 子育てまでの各段階における切れ目ない

支援の推進 

  
①ライフステージの各段階に応じた支援   

 

７ 子どもの安全の確保 
  

①子どもの交通安全を確保するための活動の推進   
   

②子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進    
   

③被害に遭った子どもの保護の推進    
 

８ 社会的支援を必要とする子どもなどへの

取組の推進 

  
①児童虐待防止対策の充実   

   
②ひとり親家庭の自立支援の推進    

   
③障がい児施策の充実等    

 

９ 子どもの権利の保障の推進 
  

①北広島市子どもの権利に関する推進計画の策定   
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第５章 子ども・子育て支援事業計画 

 

１ 子ども・子育て支援新制度の概要 

（１）制度の目的 

『子ども・子育て支援新制度』とは、平成 24年 8 月に成立した「子ども・子育て支援法」、「就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」、

「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の子ども・子育て関連 3

法に基づく制度のことをいいます。 

平成２７年度（平成２７年４月）から施行される予定のこの制度は、すべての子どもに良質な育

成環境を保障し、一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会の実現を目的としてい

ます。 

 

（２）子ども・子育て支援新制度の主なポイント 

○ 「施設型給付」と「地域型保育給付」の創設 

幼児期の学校教育と、保育が必要な子どもへの保育を、個人の権利として保障する観点か

ら、認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育等の施設等を利用した場合に共通の仕組み

で公費（給付）対象となり、認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（施設型給

付）と小規模保育等への給付（地域型保育給付）が創設されました。 

子ども・子育て支援給付の種類 対象事業 

施設型給付 ・幼稚園、保育所 

・認定こども園 

地域型保育給付 ・小規模保育（利用定員 6 人以上 19人以下） 

・家庭的保育（利用定員 5 人以下） 

・居宅訪問型保育 

・事業所内保育 

児童手当 ― 

 

○ 教育・保育施設利用における３つの認定区分 

幼稚園、保育所、認定こども園の利用にあたっては、保護者の申請を受けた市町村が客観

的基準に基づく保育の必要性を認定（認定区分）します。 

※利用手続きについては、これまでと時期や流れが大きく異なるものではありません。 

 

認定区分 年齢 保育の必要性 主な利用施設 

１号認定 満３歳以上 保育の必要性なし 幼稚園、認定こども園 

２号認定 保育の必要性あり 

（保育認定） 

保育所、認定こども園 

３号認定 満３歳未満 保育所、認定こども園、地域型保育 

第５章 子ども・子育て支援事業計画 
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○ 地域子ども・子育て支援事業 

教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけでなく、在宅の子育て家庭を含むすべての家

庭および子どもを対象とする事業として、市町村が地域の実情に応じて実施していきます。 

 

地域子ども・子育て支援事業（13 事業） 

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

③妊婦健康診査事業 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に

対する支援に資する事業 

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

⑦子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

⑧一時預かり事業 

⑨延長保育事業 

⑩病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

⑪放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

○ 基礎自治体（市町村）が実施主体 

市町村は制度の実施主体として「子ども・子育て支援事業計画」を策定し、計画的に幼児

期の学校教育・保育、地域子育て支援を提供する責務を負います。 

 

○ 子ども・子育て会議の設置 

有識者、地方公共団体、事業主代表・労働者代表、子育て当事者、子育て支援当事者等（子

ども・子育て支援に関する事業に従事する者）が、子育て支援の政策プロセスなどに参画・

関与することができる仕組みとして、国に子ども・子育て会議を設置しました。 

市町村での合議制機関となる地方版子ども・子育て会議の設置については努力義務とされ

ていますが、北広島市では条例で設置しています。 
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２ 教育・保育提供区域の設定 

○ 教育・保育提供区域は、子ども・子育て支援法にかかる教育・保育事業を提供する基礎とな

る市町村内の区域で、教育・保育施設や地域型保育事業の認可・認定の際に需給調整の判断

基準となります。 

○ 教育・保育提供区域は、保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区域を基本

に、地理的条件、人口、交通事情などの社会的条件、教育・保育の整備状況などを総合的に

勘案した上で、市町村が独自に設定します。 

○ 北広島市においては、教育・保育提供区域と地域子ども・子育て支援事業（区域設定の必要

な 11 事業）提供区域を次のとおり設定します。 

 

（１）教育・保育提供区域 

事業区分 区域設定 考え方 

1 号認定（3～5 歳） 

全市（１地区） 

教育・保育提供区域は、全市とする。 

【理由】 

区域設定を狭くすることにより、既

存の施設の立地状況が区域ごとの

量の見込みに対応していない区域

があり、人口の減少傾向の中で、効

率的、効果的な量の調整や確保が難

しい。 

市内の幼稚園については、すべて送

迎バスの運行を行っており、市内全

域から教育方針等園の特色によっ

て利用施設が選択されていること

から、区域を分けることは利用実態

と異なることとなる。 

保育所については、自宅近くで希

望する場合のほか、通勤経路または

勤務地近くを希望する場合があり、

区域を分けることは利用実態と異

なるケースが想定される。 

2 号認定（3～5 歳） 

3 号認定（0 歳） 

3 号認定（1～2 歳） 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の提供区域 

事業 提供区域 区域設定の考え方 

①利用者支援事業 全市（１地区） 
市の面積や人口規模から全市とす

る。 

②地域子育て支援拠点事業 

（子育て支援センター） 
全市（１地区） 

提供体制、利用状況を踏まえ、現状

どおり全市とする。 

③妊婦健康診査事業 全市（１地区） 

受診者が希望する医療機関を選択

し受診する事業であり、現状どおり

全市とする。 

④乳児家庭全戸訪問事業 全市（１地区） 
訪問型の事業であり、現状どおり全

市とする。 

⑤養育支援訪問事業及び要保護児童対策

地域協議会その他の者による要保護児

童等に対する支援に資する事業 

全市（１地区） 

支援の必要な人に対し、市内全域を

対象に実施している事業であり、現

状どおり全市とする。 

⑥子育て短期支援事業 全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、現状

どおり全市とする。 

⑦子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事

業） 

全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、現状

どおり全市とする。 

⑧一時預かり事業 全市（１地区） 

教育・保育施設で実施されることか

ら、教育・保育施設と同様に全市と

する。 

⑨延長保育事業 全市（１地区） 
各保育所で実施しており、教育・保

育施設と同様に全市とする。 

⑩病児保育事業（病児・病後児保育事業） 全市（１地区） 
提供体制、利用状況を踏まえ、現状

どおり全市とする。 

⑪放課後児童健全育成事業 小学校区 現状どおり、小学校区とする。 
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３ 教育・保育の需要量および確保方策 

○ 教育・保育提供区域ごとに、計画期間の「幼児期の学校教育・保育の量の見込み（満 3歳未

満の子どもの保育利用率を含む。）」、「量の見込み」に対応する教育・保育施設および地域型

保育事業による提供体制および実施時期を定めます。 

 

１号認定（3～5歳） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（必要利用定員総数） 730 702 674 639 615 

確保方策 1,220 1,220 1,220 1,220 1,220 

過不足 490 518 546 581 605 

２号認定（3～5歳） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（必要利用定員総数） 476 459 440 417 402 

確保方策 447 460 460 460 460 

過不足 -29 1 20 43 58 

３号認定（１・２歳） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（必要利用定員総数） 205 197 189 182 175 

確保方策 194 199 199 199 199 

過不足 -11 2 10 17 24 

３号認定（０歳） H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（必要利用定員総数） 103 99 96 92 89 

確保方策 89 101 101 101 101 

過不足 -14 2 5 9 12 

 

≪確保方策と考え方≫ 

教育については、量の見込みが定員を下回っており、確保方策は必要ないと考えられます。 

保育については、各年齢で量の見込みが定員を超えており、提供体制の確保が必要ですが、

平成３１年度へ向けて量が落ち込んでいることから、全体を見越した確保方策が必要と考え

られます。 

認可保育所、認定こども園または特定地域型保育事業における施設の確保等により、平成

２７年度および２８年度において定員を増加する提供体制の確保を目指します。 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の提供 

（１）利用者支援事業（新規） 

○ 子どもおよびその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預か

り、放課後児童クラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し、円滑に利

用できるよう、情報提供および必要に応じ相談・助言等を含めた支援を行う事業です。 

○ 子育てガイド・マップを作成し、子育てに関する情報を子育て家庭や子育て支援者に提供

します。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

実施か所数（か所） 1 1 1 1 1 

 

≪確保方策と考え方≫ 

０～５歳児の人口および地域子育て支援拠点の配置状況から、地域子育て支援センター「あ

いあい」１か所で実施することとし、各種制度に精通した職員を配置します。 

 

（２）地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

○ 乳幼児およびその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育て相談、子育て講座、子

育てサークル支援、情報提供等を実施する事業です。 

○ 本市では、地域子育て支援センター「あいあい」、西の里きらきら保育園内「どんぐり」、

大曲いちい保育園内「ぶらんこ」の合計 3 か所で実施しています。 

○ ニーズ調査による量の見込みの計算結果では、過去の利用実績よりもニーズ量が大幅に多

い結果となりましたが、潜在的な需要があるものと判断し、ニーズ調査結果を量の見込み

としました。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人回／月） 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 

確保方策 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

実施か所数 3 3 3 3 3 

実施か所 地域子育て支援センター「あいあい」 

西の里きらきら保育園内「どんぐり」 

大曲いちい保育園内「ぶらんこ」 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状の３か所で親子合わせて 3,000人の受け入れが可能であり、量の見込み以上に確保し

ていることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 
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（３）妊婦健康診査事業 

○ 妊婦の健康の保持および増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、

検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を

実施する事業です。 

○ 本市では、受診票を発行して健診受診を促進し、健康な子どもの出産を支援しています。 

○ 量の見込みは、各年度で見込んだ 0歳児全数を、回数は出生者数×1 人あたり 14回（1

人あたり受診回数の最大可能回数）としてそれぞれ算出しました。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み[実人数]（人／年） 286 275 265 255 246 

量の見込み[健診回数]（回／年） 4,004 3,850 3,710 3,570 3,444 

確保 
方策 

実施体制（人／年） 286 275 265 255 246 

実施場所 医療機関 

検査項目 妊婦一般健康診査、妊婦超音波検査 

実施時期 母子健康手帳交付時に、妊婦一般健康診査受診票・妊婦超

音波検査受診票を配布 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

○ 生後２か月までの乳児がいるすべての家庭に保健師が訪問し、乳児や母親の心身の状況等

を把握し、子育て情報の提供や育児不安等に関する相談や指導を行っています。 

○ 量の見込みは、各年度で見込んだ 0歳児全数としました。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み[実人数]（人／年） 286 275 265 255 246 

確保 
方策 

実施体制（人／年） 286 275 265 255 246 

実施機関 健康推進課 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 
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（５）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対す

る支援に資する事業 

○ 乳児家庭全戸訪問事業等により把握した養育が特に必要な家庭を訪問して、養育に関する

指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

○ 「北広島市要保護児童対策地域協議会」を設置し、要保護児童等に関する情報その他要保

護児童の適切な保護を図るために必要な情報の交換を行うとともに、要支援児童等に対す

る支援の内容に関する協議を行っています。 

○ 量の見込みは、養育支援訪問事業について、過去の実施事業の実績から算出しました。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み合計（人／年） 7 7 7 6 6 

確保方策（人／年） 7 7 7 6 6 

実施機関 健康推進課 

※量の見込みは、養育支援訪問事業の数値です。 

 

≪確保方策と考え方≫ 

養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対する

支援に資する事業は、現状を維持し、引き続き事業を行います。また、関係機関とも連携を

図りながら対応します。 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業、トワイライトステイ事業） 

○ 保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業です。現在、天使の園、ふ

くじゅ園の２施設で対応しています。 

短期入所生活援助事業（ショートステイ事業） 

夜間養護等事業（トワイライトステイ事業） 

○ 量の見込みはニーズ調査結果の最大の数値としています。 

 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 

  

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 110 110 110 110 110 

確保方策 110 110 110 110 110 



第５章 子ども・子育て支援事業計画 

49 

 

 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

○ 子育ての手助けがほしい人（依頼会員）、子育てのお手伝いをしたい人（提供会員）、両方

を兼ねる人（両方会員）が登録し、子育ての相互援助活動を行う事業です。 

○ 本市では、地域子育て支援センター「あいあい」で実施しています。 

○ ニーズ調査結果を上回る利用実績があるため、直近で最大の利用実績を量の見込みとしま

した。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 980 980 980 980 980 

確保方策 

（ファミリー・サポート・センター） 
1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 

 

（８）一時預かり事業 

○ 保護者のパートタイム就労や疾病・出産などにより保育が一時的に困難となった乳児また

は幼児について、保育所その他の場所において、一時的な預かりを行う事業です。 

○ 幼稚園在園児を対象とする一時預かりは、市内８幼稚園で実施しています。また、幼稚園

在園児以外では、すみれ保育園、西の里きらきら保育園、大谷むつみ保育園の３か所で実

施しています。 

○ ニーズ調査結果を上回る利用実績があるため、直近で最大の利用実績を量の見込みとしま

した。 

①幼稚園児対象 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 32,000 32,000 32,000 32,000 32,000 

 1 号認定（人日／年） 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 

 ２号認定（人日／年） 28,500 28,500 28,500 28,500 28,500 

確保方策（幼稚園の預かり保育） 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 

 

②幼稚園在園児以外対象 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 

確保方策（保育所の一時預かり） 8,991 8,991 8,991 8,991 8,991 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 
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（９）延長保育事業 

○ 保育認定を受けた子どもについて、通常の開所時間を超えて、保育時間の延長を行う事業

です。 

○ 本市では、保護者の勤務形態の多様化に対応するため、通常の 11時間を超えて児童を預

かる事業として平成 23年度から本格的に実施し、現在は市内９保育所で実施しています。 

○ ニーズ調査結果を上回る利用実績があるため、直近で最大の利用実績を量の見込みとしま

した。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 290 290 290 290 290 

確保方策（延長保育事業） 350 350 350 350 350 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 

 

（１０）病児保育事業（病児・病後児保育事業） 

○ 病児・病後児保育事業は、病気にかかっている子どもや病気から回復しつつある子どもを

医療機関や保育所に付設された専用スペースなどで一時的に預かる事業です。 

○ 本市では、有料で互いに援助しあう会員組織のファミリー・サポート・センター事業の病

児・緊急対応強化事業により、病児・病後児保育を行っています。 

○ ニーズ調査による量の見込みの計算結果では、過去の利用実績よりもニーズ量が大幅に多

い結果となりましたが、潜在的な需要があるものと判断し、ニーズ調査結果を量の見込み

としました。 

○ 利用者負担の軽減の検討を行います。 

 H27 H28 H29 H30 H31 

量の見込み（人日／年） 130 130 130 130 130 

確保方策 

（ファミリー・サポート・センター事業の 

病児・緊急対応強化事業） 

130 130 130 130 130 

 

≪確保方策と考え方≫ 

現状で対応可能と考えられることから、現状を維持し、引き続き事業を行います。 

将来的には病児保育事業の実施ができるよう関係機関との検討を進めていきます。 
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（１１）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

○ 保護者が就労、疾病その他の理由により昼間家庭にいない小学生を対象に、適切な遊びや

生活の場を提供し、児童の健全育成を図る事業です。 

○ 本市では、市内の小学校に通学する 1 年生から 3年生までの児童を対象に、全 8小学校

区で実施しています。 

○ 量の見込みの推計にあたっては、ニーズ調査結果と併せて、現在入所している児童の保護

者を対象に、詳細な利用希望を把握するためのアンケート調査を行い、独自の方法で推計

を実施しました。 

○ 量の見込みは、ニーズ調査による量の見込みを、アンケートによる結果を用いて補正した

数値としました。 

○ 高学年児童の受け入れについては、平成 27 年度は 4 年生まで、平成 2８年度は５年生ま

で、平成 2９年度は全学年とする形で段階的に拡大していきます。 

○ 開所時間の拡大など、事業内容の充実を図ります。 

\\\\\\\\\\ 
 H27 H28 H29 H30 H31 

 実人数 実人数 実人数 実人数 実人数 

緑ヶ丘小学校区 量の見込み 42 46 48 50 48 

 確保方策 50 50 50 50 50 

大曲小学校区 量の見込み 87 102 110 110 111 

 確保方策 86 111 111 111 111 

西の里小学校区 量の見込み 83 85 87 82 78 

 確保方策 84 84 84 84 84 

東部小学校区 量の見込み 80 87 97 99 103 

 確保方策 102 102 102 102 102 

双葉小学校区 量の見込み 63 68 73 72 68 

 確保方策 64 80 80 80 80 

大曲東小学校区 量の見込み 79 84 85 86 83 

 確保方策 90 90 90 90 90 

北の台小学校区 量の見込み 84 92 92 90 89 

 確保方策 100 100 100 100 100 

西部小学校区 量の見込み 58 61 62 61 57 

 確保方策 69 69 69 69 69 

合 計 量の見込み 576 625 654 650 637 

 確保方策 645 686 686 686 686 
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≪確保方策と考え方≫ 

施設規模に基づく定員の拡大と学校の余裕教室や公共施設の活用、民間施設の借上げ等に

より施設を確保し、定員の拡大を図ります。大曲小学校区、東部小学校区、双葉小学校区お

よび西部小学校区については、施設の確保を検討していきます。 

 

（１２）実費徴収に係る補足給付を行う事業（新規） 

○今後の国の審議状況を踏まえて検討 

 

（１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業（新規） 

○今後の国の審議状況を踏まえて検討 

 

５ 教育・保育の一体的提供の推進 

 

６ 産後の休業および育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 
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第６章 施策の総合的な展開 

 

基本目標１ 地域における子育ての支援 

 

基本目標２ 母性および子どもの健康の確保および増進 

 

基本目標３ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

 

基本目標４ 子育てを支援する生活環境の整備 

 

基本目標５ 職業生活と家庭生活との両立の推進等 

 

基本目標６ 子育てまでの各段階における切れ目ない支援の推進 

 

基本目標７ 子どもの安全の確保 

 

基本目標８ 社会的支援を必要とする子どもなどへの取組の推進 

 

基本目標９ 子どもの権利の保障の推進 

 

第６章 施策の総合的な展開 
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第７章 計画の推進 

 

１ 計画の推進体制 

（１）庁内体制の整備 

本計画の推進にあたっては、施策にかかわる関係部局が連携・協力し横断的な取組みを積極的に

進めます。 

 

（２）地域における取組みや活動との連携 

子どもと子育て家庭に関する問題やニーズを常に把握しながら、地域における保育・教育・福祉・

保健・医療などの関係機関・団体等による活動を核とし、またＮＰＯ等子育て支援団体の育成を図

りながら、それらとのより一層の連携を強化し、地域の子育て支援を進めます。 

 

（３）市民および企業等への広報・啓発 

社会全体で子育て支援に取り組むために、市民や企業、関係団体等が計画の基本理念を共有し、

地域が子どもと子育て支援に関わる姿勢の共通認識を持って主体的に取り組めるよう、計画内容の

広報・啓発に努めます。 

 

 

２ 計画の点検・評価・改善 

（１）計画の点検・評価と見直し 

計画に基づく施策を総合的・計画的に推進し、実効性を確保するため、毎年度の進捗状況・成果

を点検するとともに、子ども・子育て会議で協議しながら、計画の着実な推進を図ります。なお、

状況の変更等により計画の見直しの必要が生じたときには、子ども・子育て会議で協議のうえ見直

しを行うことができることとします。 

 

（２）計画の公表、市民意見の反映 

市ホームページなどを活用し、本計画に基づく取組みや事業の進捗状況を広く公表していくこと

で、市民への浸透を図ります。また、機会をとらえて市民意見を把握し、市民目線を活かした施策・

事業の推進を図ります。 
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資 料 編 

 

１ 北広島市子ども・子育て会議設置条例 

２ 北広島市子ども・子育て会議委員名簿 

３ 計画策定経過 

４ 用語説明 

 

資 料 編 


